
小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業 自己負担額（徴収基準額） 

階層 
区分 

世帯の階層（細）区分 徴収基準月額 

徴収基準 
加算月額 

（対象児童が複
数いる場合の 2

人目以降） 
Ａ階層 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単

給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに
永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第３０号）による支援給付受給世帯 

円
０

円
０

Ｂ階層 Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯 １，１００ １１０
Ｃ階層 Ａ階層及びＢ階層を除き当該年度分の市町村民税均等割の額のみ

課税世帯 
２，２５０ ２３０

Ｄ階層 Ａ 階 層 ， Ｂ
階 層 及 び Ｃ
階 層 を 除 き
当 該 年 度 分
の 市 町 村 民
税 の 課 税 世
帯 で あ っ
て ， そ の 市
町 村 民 税 所
得 割 の 額 の
区 分 が 次 の
区 分 に 該 当
する世帯 

円
所得割の年額 

   

３，０００以下 Ｄ１階層 ２，９００ ２９０
３，００１～５，８００ Ｄ２階層 ３，４５０ ３５０
５，８０１～８，７００ Ｄ３階層 ３，８００ ３８０
８，７０１～１３，０００ Ｄ４階層 ４，２５０ ４３０
１３，００１～１７，４００ Ｄ５階層 ４，７００ ４７０
１７，４０１～２２，４００ Ｄ６階層 ５，５００ ５５０

２２，４０１～２８，２００ Ｄ７階層 ６，２５０ ６３０
２８，２０１～５８，４００ Ｄ８階層 ８，１００ ８１０
５８，４０１～７５，０００ Ｄ９階層 ９，３５０ ９４０
７５，００１～９６，６００ Ｄ１０階層 １１，５５０ １，１６０
９６，６０１～１２１，８００ Ｄ１１階層 １３，７５０ １，３８０
１２１，８０１～１７５，５００ Ｄ１２階層 １７，８５０ １，７９０
１７５，５０１～２２１，１００ Ｄ１３階層 ２２，０００ ２，２００
２２１，１０１～３８０，８００ Ｄ１４階層 ２６，１５０ ２，６２０
３８０，８０１～５４９，０００ Ｄ１５階層 ４０，３５０ ４，０４０
５４９、００１～５７９，０００ Ｄ１６階層 ４２，５００ ４，２５０
５７９，００１～７００，９００ Ｄ１７階層 ５１，４５０ ５，１５０

  ７００，９０１～８４９，０００ Ｄ１８階層 ６１，２５０ ６，１３０
８４９，００１～１，０４１，０００ Ｄ１９階層 ７１，９００ ７，１９０

１，０４１，００１以上 Ｄ２０階層 全額 左の徴収基準月
額の１０％。た
だし，その額が
８，５６０円に
満たない場合は

８，５６０円
※世帯階層区分の認定は，小児慢性特定疾病児の属する世帯の構成員及びそれ以外の者で現に小児慢性特
定疾病児を扶養しているもののうち，当該小児慢性特定疾病児の扶養義務者の全てについて，その市町村
民税の課税の有無により行う。 
※住宅取得控除など適用しない控除もあります。 


